
福山市障がい者等日中生活支援事業の実施に関する 

提供サービス水準の確保に係る協定書 

  

 

福山市（以下「甲」という。）と                 （以下「乙」

という。）とは，福山市障がい者等日中生活支援事業実施要綱（以下「要綱」とい

う。）第３条第１項に規定するサービスの提供等に関して，次のとおり協定を締結

する。 

（協定の目的） 

第１条 本協定は，要綱第３条第１項に規定するサービスが常時良好な状態でサ 

ービスを利用する障がい者及び障がい児（以下「利用者」という。）に提供され， 

かつ，その安全性及び恒常性が確保されることを目的として締結するものとす 

る。 

（事業所及び提供するサービス） 

第２条 乙は，付表に記載した事業所において，別紙に記載するサービスを提供 

するものとする。 

（乙の責務） 

第３条 乙は，支給決定を受けた障がい者又は障がい児の保護者（以下「支給決 

 定障がい者等」という。）からサービスの受給の意思表示があった場合，支給決 

 定障がい者等に係る支給決定の範囲内において，利用契約を締結しサービスを 

 提供するものとする。 

２ 乙は，支給決定障がい者等からサービスの受給の意思表示があったときは， 

 正当な理由なくこれを拒んではならない。 

（費用の受領） 

第４条 乙は，要綱第３条第 1項に規定するサービスの提供を行ったときは，要

綱第１３条に規定するサービス費用（以下「サービス費用」という。）を受領す

るものとする。ただし，第５条に規定する代理受領の委任があったときは，サ

ービス費用から要綱第１３条に規定する支給額を控除した額を受領するものと

する。 

２ 乙は，利用者に提供するサービスに付帯する食費，光熱水費等は，別に支給

決定障がい者等から徴することができる。ただし，支給決定障がい者等に低所

得者への食事提供体制加算の支給が決定されているときは，食費のうち食材料

費を徴するものとし，人件費相当部分はサービス費用に含まれているものとみ

なす。 

 



（代理受領） 

第５条 支給決定障がい者等が支給される費用の請求及び受領を乙に委任したと 

 きは，乙は，支給決定障がい者等に代わって要綱第１３条に規定する支給額を 

 甲に請求し，受領するものとする。 

（上限管理） 

第６条 乙は，支給決定障がい者等から要綱第２２条に規定する月額負担上限額 

 の管理事務（以下「上限管理事務」という。）の依頼があったときは，障害福 

 祉サービス及び日中生活支援事業に係る上限管理事務を行うものとする。 

２ 前項に規定する事務を行った場合には，甲は乙に要綱第２２条第３項に規定 

 する額を支払うものとする。ただし，上限額管理事業所のみを利用し，他の事 

 業所の利用がない場合を除く。 

（サービス提供の契約） 

第７条 乙は，支給決定障がい者等と契約を締結するときは，運営規程の概要， 

 従業者の勤務体制，支給決定障がい者等が支払うべき費用に関する事項，その 

 他重要事項についてあらかじめ文書を交付して説明を行い，契約を締結するも 

 のとする。 

（サービスの提供開始と報告等） 

第８条 前条の契約を締結したときからサービスの提供を開始することができる 

 ものとする。 

２ 乙は前条の契約を締結したときは，「障がい福祉サービス受給者証別冊」に必 

 要事項を記載するとともに，契約内容（地域生活支援事業）報告書を作成し， 

 甲に提出すること。 

 （サービス提供実績記録票の記載） 

第９条 乙は，利用者にサービスを提供したときは，サービス提供実績記録票に 

 サービスの内容を記載するとともに，支給決定障がい者等に署名又は押印を求 

 めるものとする。 

２ 乙は，利用者にサービスを提供した翌月の１０日までに，サービス提供実績 

 記録票を甲に提出するものとする。 

（請求及び支払） 

第１０条 乙は，支給される費用の請求及び受領が委任されているときは，サー 

 ビスを提供した翌月の１０日までに請求書及び請求明細書を甲に提出するもの 

 とする。 

２ 甲は，請求書及び請求明細書を受理した月の翌月末日までに，支払うものと 

 する。 

 



３ 甲は，請求書等の内容に疑義のあるときは，支払を停止又は中止するととも 

 に，疑義の点等について乙に報告を求めるものとする。 

（過誤の調整） 

第１１条 前条の規定による支払について過誤が生じたときは，甲の判断により， 

 過誤の調整を行うものとする。 

２ 過誤の調整を行うことができる期間は，乙が利用者にサービスを提供した月 

 の翌月１日から起算して５年とする。 

（事故の報告） 

第１２条 乙は，サービスの提供中に事故が発生したときは，その帰責にかかわ 

 らず，応急措置を行うとともに，遅滞なく甲に報告するものとする。 

（個人情報の保護） 

第１３条 乙は，本協定の実施に関し知り得た個人情報について，別記で定める 

 個人情報取扱特記事項を遵守しなければならない。 

（協定の期間） 

第１４条 本協定の期間は，    年（    年）  月  日から     

     年（    年）  月  日までとする。 

（法令等の遵守） 

第１５条 乙は，法令のほか，要綱，福山市障がい者等日中生活支援事業実施に 

 係る協定締結の基準等を遵守しなければならない。 

（協定の解除等） 

第１６条 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当するときは，本協定を解除する 

 ことができる。なお，協定の解除により生じる乙の損害については，甲はその 

 責を負わないものとする。 

 （１） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 

  １７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５０条の規定により指定の取 

  消し等の処分を受けたとき。 

 （２） 法第８２条の規定により事業の停止等の処分を受けたとき。 

(３)  乙がサービスの提供を行うことが困難であると認められるとき。 

 （４） 本協定に反したとき。 

２ 甲は，乙が偽りその他不正な行為により要綱第１３条の規定による費用を請 

 求し受領したときは，乙に対して支払った費用の返還を求めるものとする。 

３ 甲は，第１項の規定により協定を解除したときは，原則として当該解除の日 

から起算して５年を経過しない間は，乙と新たな協定は締結しないものとする。 

 

 



（協定内容の変更） 

第１７条 本協定の変更は，書面によって行うものとする。ただし，付表につい 

 ては，乙の届出を甲が受理したことをもって変更したものとみなす。 

（協議） 

第１８条 本協定に関して疑義が生じたときは，甲乙において協議し，協議が整 

 わないときは，甲の決するところによる。 

（雑則） 

第１９条 甲は，乙に対し本協定の実施に関して必要な報告を徴し，又は説明を 

 求めることができる。 

２ 乙は，本協定の実施に係る記録を整備し，本協定の締結日から５年間これを 

 保存するものとする。 

 

  

 本協定の証として本書２通を作成し，甲乙記名押印の上，各自その１通を所持

する。 

 

年（    年）  月   日 

 

 

               甲  福山市東桜町３番５号 

福山市                   

                  福 山 市 長   
 

 

               乙   



別記 

 

福山市障がい者等日中生活支援事業の実施に関する 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は，この協定に基づいて行う業務（以下「業務」という。）にあっては，個人の権利利 

 益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は，業務に関し知り得た個人情報をほかに知らせ，又は不当な目的に使用してはなら 

 ない，なお，この協定が終了した後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は，業務を行うために個人情報を収集するときは，当該業務の目的を達成するために 

 必要な範囲内で，適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 乙は，甲の指示又は承諾があるときを除き，業務に関して知り得た個人情報を協定の目 

 的外に利用し，又は第三者に提供してはならない。 

（適正管理） 

第５ 乙は，業務に関して知り得た個人情報の漏えい，滅失，き損の防止その他個人情報の適 

 切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（複写・複製の禁止） 

第６ 乙は，甲の承諾があるときを除き，業務を行うために引き渡された個人情報が記録され 

 た資料等を，複写し，又は複製してはならない。 

（資料等の返還） 

第７ 乙は，業務を行うために甲から提供を受け，又は自らが収集した個人情報が記録された 

 資料等をこの協定の終了後直ちに甲に返還し，又は引き渡すものとする。ただし，甲が別に 

 指示したときは，この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

 

福山市障がい者等日中生活支援事業において提供するサービス種類等 

 

１ 移動支援事業       □実施する    □実施しない 

  提供するサービスの類型  □身体介護無   □身体介護有   □行動援護         

□グループ支援 

  主たる対象者        □身体障がい者  □知的障がい者  □精神障がい者 

    □障がい児    □難病等対象者 

 

２ 日中一時支援            □実施する    □実施しない 

  主たる対象者        □身体障がい者  □知的障がい者  □精神障がい者 

                 □障がい児    □難病等対象者 

 

※複数の事業所を有する法人にあっては，すべての事業所をあわせた場合で記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



付表 

 

福山市障がい者等日中生活支援事業に関するサービス提供事業所 

 

事業所名 所在地 管理者名 サービス種類等 主たる対象者 

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

    

 

 

 

    

 

※ １事業所につき１行とし，同一管理事業所ごとに続けて記載してください。 

※ 異なる管理事業所との間は１行空けてください。 


